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■研究論文 ■

用途別民生用エネルギー需要の月変動特性
Monthly Variational Characteristics of End-Use Energy Demand in Residential and Business Sectors 

1. はじめに

わが国では，北海道など一部の地域を除いて一年の

間に冷房と暖房の両方を必要とし，このことは電力需

要の夏期のピーク，都市ガス需要の冬期のピークの原

因となり．ェネルギー供給設備の稼働率向上を妨げる

要因となっている 1.9)．そのためエネルギー需要の分

析においては，その月変動や時刻変動の特性について

の分析も必要となっている．筆者らはこれまでに主と

して近畿地域を対象に，地区別経年のエネルギー需要

データを用いて民生用エネルギー需要の地域特性に関

する分析を行ってきたい）． これらの分析は，電力あ

るいは都市ガス需要の月変動に着目して冷房分，暖房

分などを抽出し．用途別に行っている点に特徴がある．

データ整備の段階で，電力需要の月需要比率は地区ご

とに異なっているが，電力需要を冷房，暖房，ベース

などの用途に分解した場合は，それらの月需要比率の

地区による差は小さいことが観察された．このことか

ら，もし，用途別の月需要比率が何らかの方法で生成

できるならば，各地区の電力の月別需要を推定するた

めのモデルを構成できることとなる．
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以上のような背景から本論文では気温の影響が大き

い家庭用電力冷房分，同暖房分，同給湯分，および業

務用電力•都市ガス冷房分を取り上げ， これらの需要

の月変動について，とくに冷暖房度日との関係を明ら

かにすることを試みている．

2. 用途別月需要比率

本研究で月変動の分析の対象とする需要データは，

近畿地域における民生用電力•都市ガス，および全国

の家庭用電力である．前者は，近畿地域を対象とした

「地域エネルギーシステム研究」°で整備したもので，

家庭用電力•都市ガスについては文献 [3,4] でも使

用している．後者は「電力需給の概要」8) に掲載され

ている 9電力会社供給地域別従量電灯需要量である．

沖縄県はこの 9地域には含まれていない．従量電灯は

契約種の一つであるが，主たる用途が家庭用であるこ

とから，ここではこれを家庭用とみなしている． 9電

力会社の供給地域は，北からおおよそ北海道，東北，

関東，中部，北陸，関西，中国，四国，九州地方に相

当するが，都道府県の境界とは必ずしも一致していな

い点は注意しなければならない．

両者ともに月別需要データであることから家庭用電

力については文献 [3,4]と同様の方法で冷房分，

暖房分およびベース分への分解を行い，業務用電力•

都市ガスについては冷房分の抽出を行った．家庭用電
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カの分解方法は図ー1に示すとおりで，中間期の 4月と

5月には冷暖房需要がないものと仮定し，両月の需要

の平均と翌年のそれとを直線で結び，その線分上の値

をベース分，それを上回る値を夏期は冷房分．冬期は

暖房分とした．業務用の冷房は，最近ではかなりの部

分が都市ガス使用機器によっても行われている．そこ

でここでは，業務用冷房分は．業務用電力および都市

ガス需要から，それぞれ家庭用と同一の方法で冷房分

を抽出した後，平均的な成績係数 (COP)を電力の

場合3.0,都市ガスの場合1.0と仮定し，両者の合計と

して求めた．

各月の需要の年度間合計需要に対する比率を月需要

比率（あるいは月間比率）と呼ぶことにする．図-2は，

1989年度における近畿地域内40地区の月需要比率を各

月について示したものである．図ー2a) は家庭用電力

合計の月需要比率であるが，同図から明らかなように

地区によりかなりの差があり， この比率から月別需要

を地区別に推定することは困難である．図2-b)~d) 

は用途への分解後の比率を示している．暖房分，ペー

ス分について月需要比率の地区差は小さいといえる．

図 2b)の冷房分についても，冷房需要が大幅に少な

い日本海側の地区を主とする合計10地区（以下ではこ

れを単に「日本海側10地区」と呼ぶ）を取り除くと，
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地区の差は殆どないことを確かめることができる．図—

2f)は，業務用冷房分についての月需要比率で， これ

についても地区差はわずかである． これらの傾向は，

他の年度についても同様である．

以上のことからまず用途別に月別需要を推定し，そ

の後合計を求めることにより地区別の月別需要を推定

できるものと考えられる．以下では，用途別の月需要

比率に着目する．

3.月需要比率に関する相関分析

3.1 冷暖房度日との相関

一般に，ある年度のある地区について， m月のエネ

ルギー需要D(m)は，

D (m) = S (m) K Cm) μ, (m) (1) 

ただし， Sはエネルギー機器のストック． Kは稼働時

間，μは機器効率に関連する要素，と表せる．ここで．

Sおよびμは月により変化しないものと仮定すると，

月需要比率は

旱＝
~p(m') 
m 

S(m)k(m)μ(m) ＝ k(m) 
;,s(m')K(m') μ, (m'）罪(m')(2) 
m 'm  

家
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用途別需要への分解

と書けるから，この仮定のもとで月需要比率は，月間

稼働時間の年間稼働時間に対する比率（月間比率）に

等しい．

一般に冷暖房機器の稼働時間は明らかに気温に依存

する．エネルギー需要の分析でよく用いられる指標は，

冷房度日ならびに暖房度日である． ここではまずm月

の月間冷・暖房度日を次式で定義する．

DDC(m) ＝ {(Tm-Tc)Xlm(Tm>Tc) （3) 

0 (otherwise) 
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用途別の月需要比率（近畿地域40地区， 1989年）
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近畿地域， 1976-1989年 全国． 1976-1988年
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図-3 家庭用冷暖房分の月需要比率と月間冷暖房度日比率の相関

DDH(m)= {（Th-Tm)Xlm (Tm<Th) （4) 
0 ( otherwise) 

ここで DDC(m)：月間冷房度日， DDH(m)：月

間暖房度日， Tm:月平均気温， lm:月日数.Tc・ 

限界温度（冷房時）， Th:限界温度（暖房時）である．

いま，単純に稼働時間が冷暖房度日に比例するものと

仮定し

K(m) = kぷ DDC(m) or kh XDDH (m) (5) 

ただし， KC，知はそれぞれ m に無関係な定数，

けば，式 (5)を式 (2)に代入して

D(m) = DDC(m) or DDH(m) 
1: D(m') 1: DDC(m') 1: DDH(m') 
m' ・ ・ m'・  ・ m' 

とお

(6) 

となる．式 (6)の右辺分母は，月間冷・暖房度日を

年間で合計した年間冷・暖房度日で，気温による補正

項として説明変数にしばしば使用されている式 (6)

から月需要比率は，いくつかの仮定のもとで月間冷 ．

睫房度日の年間冷・暖房度日に対する比率（月間比率）

＇：等しいことがわかる実データについて，少な くと

も両者の相関は強いものと考えられる

図 3および図4は，それぞれ家庭用， 業務用に関し

て用途別需要と冷暖房度日それぞれの月間比率の相関

図を描いた結果である まず図 3について， Tcは22

℃,Thは14℃に設定している． 実際このような設

定にしたとき（ただし 1℃きざみで変化させた）相関
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図 4 業務用冷房分の月需要比率と月間冷房度日比率

の相関

係数がもっとも大きいただし，冷房分について，冷

房需要が大幅に少ないと考えられる地域，すなわち近

畿地域では2節で述べた日本海側10地区，全国では北

海道および東北の2地域を分析の対象から除いている．

図-3で以下のことが観察できるまず冷房分に荘目

すると各月に対応してデータが集まる傾向にあ り， 6 

月は冷房度日の比率が大きい割に，冷房需要の比率が

小さく， 9月はその逆であることがわかる．つまり，

6月と 9月では平均気温で見ると同程度であるが，冷

房需要は 9月の方が大きいこの傾向は近畿地域と全

国とで同様である．次に暖房分についても，各月ごと

にデータが集まる傾向は，近畿地域と全国とで同様で

あり， 2月， 3月の暖房需要の比率はそれらの暖房度

日の比率より小さい．すなわち， 1月から 2月にかけ
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て気温が低くなるにもかかわらず暖房需要は減少する

傾向にある．

このように近畿地域と全国の両方のデータで，同様

の傾向が観察されることは興味深い． このようになる

理由は必ずしも明確でないが，冷房分の傾向は， 6月

には気温が上昇しているのに冷房機器を使用しない傾

向， 9月には気温が下降しているのに冷房機器を使用

し続ける傾向にある，すなわち冷房機器の使用に関し

て慣性があると考えることができる．あるいはここで

一定と考えた冷房機器のストックが夏の間に増加した

と考えることもできる． 一方，電力暖房分の傾向は，

気温が低い 2月， 3月に暖房需要が減少していること

に対応しており，冷房分の際のような説明はできない．

暖房分の場合，都市ガスや石油など屯力以外のエネル

ギ一種との競合があるため事情は複雑であるが，厳寒

時の着衣紐の増加が暖房機器の使用を抑制していると

考えられないこともない

図-4は業務用冷房分についての相l紺図で，相関が最

も大きくなるような限界温度は20℃となり，家庭用と

異なった値となったが，データの集まる傾向は，家庭

用と全く同様である．限界温度が家庭用よりも低いこ

とは，オフィス ビル等で機械的に冷房機器を運用する

ことを考えると， とくに矛盾はない

3.2 限界温度の月別設定

式（ 3)および (4) においてTcおよびThは，

年間一定の値としたが，前節の結果では，需要と冷暖

房度日の月間比率の相関係数は，予期したよりも小さ
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な値であったそこで， TcおよびThを，各月ごと

に可変のバラメ ータと考え，新たに月間修正冷・暖房

度日を以下のように定義する．

DDCM(m) ＝ ｛ （Tm-Tcm)Xlm (Tm>Tc) （7) 

0 (otherwise) 

DDHM(m)＝｛(Thm-Tm)Xlm (Tm<Th) （8) 

0 (otherwise) 

ここで DDCM:月間修正冷房度日， DDHM:月間

修正暖房度日， Tern:m月の限界温度（冷房時），

Thm: m月の限界温度（暖房時）である

各冷房月，暖房月についてTernおよびThmをそ

れぞれ 1℃きざみに変化さ せ，近畿地域について，相

関係数ができるだけ大きくなるような限界温度を定め

たその結果を表 1に，相関図を図 5および図 6に示

表 1 月別限界温度（℃)と相関係数

冷房分 16月 9月
相関係数

近畿 全国

家庭用
0.8676 0 8506 

22 2 19 19 0.9732 0 9501 

業務用
0.9234 

20 1 18 18 0.9703 

暖房分 1月11 12 2 3 相関係数
月月 近畿 全国

14 0.8693 0.8296 
家庭用 13 15 15 12 12 0.9629 0.9019 

・近畿： 40地区 （ただし冷房分については日本海側JO地区を

除く） 1976年～1989年

・全国： 9地区 （ただし冷房分については北海道， 東北地域

を除く） 1976~1988年

近畿地墳，1976-1989年 全国，1976~1988年
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図-5 家庭用冷暖房分の月需要比率と月間修正冷暖房度日比率の相関
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図←6 業務用冷房分の月需要比率と月間修正冷房度日

比率の相関

した全国のデータヘは近畿地域について定めた限界

温度をそのまま適用して，全国9地域の修正冷暖房度

日を箕出した．

これらの図表から明らかなように限界温度を月別

に設定することにより，需要と冷暖房度日の月間比率

の相関は，近畿地域，全国ともに年間一定とした場合

よりも著しく強くなることがわかる．

3.3 給湯分に関する分析

給湯需要は，都市ガス，石油および電力によってま

かなわれている都市ガスの主たる用途として給湯が

考えられるが，月別需要データから給湯分を精度よく

抽出することは容易ではなく ，近畿地域の都市ガス需

要データについても用途への分解は行われていな

ぃ4.5）．そこで， ここでは電力の給湯分についてのみ

その月需要比率の分析を試みる．

水の温度変化は水量と加えた熱凪の梢に比例する．

そこで使用水鼠が各月一定，水温が気温と同じである

ものと仮定すると，暖房度日と同様の考え方で新たに

「給湯度日」を定義することができる． ここで， 限界

温度は給湯温度程度に考えるまた給楊に関しては，

• 4 月 •6 月 0 8月 ・10月 ・12月 。2月

0 5 月算 7 月 • 9月・ 11月・ 1月・ 3月
16 
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冷房，暖房とは異なり，習慣性等の心理的要素の影孵

は少ないと考えられるので，限界温度は年間一定とし

た相関係数の大きさから，限界温度は50℃とするの

が妥当であった 図-7はそのときの相関図である．相

関係数は0.9554と高く，給湯分の月需要比率は給湯度

日の月間比率から推定できるといえよう．

4.修正冷暖房度日・給湯度日の利用

4.1 月別需要の推定

3.2節で示したように，月需要比率と 月間修正冷暖

房度日比率は互いに相関が強い このことを利用して，

式 (9)で示されるような，単純な用途別月別需要モ

デルを考えることができる

切 (m) DDj (m) x DTJ 
＝ 

I DDj(m') 
m' 

(、 9)

4
 

1
4
1
2
1
0
8
6
4
2
 

）
 

月
盤
要
比
率
％（
 

/
．
 

”
 

6 8 10 12 
月間給湯度日比率〔％〕

ただし，恥 Cm), DDj Cm)．それぞれ用途］ （C:冷

房， H:暖房， W ：給湯）の m 月の需要およぴ冷暖

房・給湯度日， DTj:用途jの年間需要である．

DTjは適当な原単位関数により推定する． ベース

分の月需要比率については，図-2d)に見るように地

域の差は少なく ，かつ年度による差異も少ないので，

過去のデータから平均の月需要比率（気温とは無関係）

を定め，式 C9)の右辺第1項に用いる．以上のモデ

ルを1974年～1989年の近畿地域40地区の家庭用屯力に

適用した結果推定値と実績値の相関係数は0.9836と

なった”・

4.2 原単位関数の推定

すでに述べたように著者らは文献[3, 4] におい

て家庭用電カ・都市ガスの原単位に関する分析を行っ

たその中で冷暖房度日は，気温に関連する説明変数

として高度に有意であった．本研究で導入した修正冷・

暖房度日および給湯度日は原単位関数の推定における

気温に関する説明変数として，通常の冷・暖房度日よ

り有意性が高いのではないかと期待される．そこで，

新しい説明変数を取り入れて原単位関数の推定を行い，

それらの効果を調べた．

原単位関数の推定のためのモデルは

D = KI. pb (DD)e zd (10) 

（限界温度： 50℃) （近畿地域： 40地区，1976~1989年）

図 7 家庭用電力給湯分の月需要比率と月間給湯度日

比率の相関

ただし．D:エネルギー需要 I:所得， P:エネルギー

価格． DD：気温の補正項，Z:その他の説明項，k,

a, b, c, d:係数， なる一般的なフ ロー型の需要関

数で．文献 [3,4]で用いたものと同一である．推
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表2 原単位関数の推定に用いた変数

項 目
定 義（単位）

近 畿 地 域3,4,5) 全 国6)

I 
冷家房庭分，用同暖電房分力 普通世帯数あたり原単位 (kWh／世帯・年）

家夏期庭分用，都同市冬ガ期分ス 都市ガス需要家あたり原単位 (Meal／世帯・年）

業務用冷房分 業務商業従業者 1人当たり原単位 (Meal／人・年）

世帯所得 数（「）個人（千所円得／指世標帯」の一人当たり所得）x（人口）／（普通世帯
・年）・ 隋偵園欝浮謬欝鴨轡

説 電力価格
電電都市力力ガ暑ス庭務家用用庭：：用「同電：上門ガ『ス務会業用社便電統覧力計」総よに合りよ単従る量価平均電．単灯（円価甲／．・k（乙W円総／hk)合c・al単)価・． 

電量電力灯家庭甲用・乙：「総電合気単事価業便（円覧／」kWよhり)・従

明 都市ガス価格

冷房度日 域年「府間内県約の統値12計0．地書（点℃」の•の気日月..,温別.デ平ー均タ気を温各よ地り区作に成当．てはめて使用． 成道年「気．間は象各の6庁都箇値年道所．報府）（℃」県を•選での日月び1），別つ＂平地の均観域気別測温所に統よ（北合り作海． 
変

暖 房 度 日

数 世帯室数 「国勢調査」より（普通世帯における平均室数）を推定．（室数／世帯）

人口密度 地「面国冒調合査計」かの市森林町村．人荒地口，およ沼び．197河6年川土地地A面お積よメッシュ除データよもり算）出を使した 同（人I住／地km面'積)」（土
ら 湖 び海浜をいたの 用．

'CPIにより実質化 (1990年価格）． ＂限界温度については本文参照．ーー一分析対象外．

表3 修正冷暖房・給湯度日の原単位関数推定に及ぼす効果（近畿地域）

説 明 変 数
気温使補用正し項た変と数して

世平均所帯得 都電市力ガ価ス格価／格 気温補正項 所得格差 定数項
決定係数

I ぷ゚09 <06.8.0033 > 
1.608 ふ．209 -14.96 

0.769 冷房度日
.01> <43.51> .62> <-13.12> 

0.952 0.812 2.576 0.211 -21.43 0.774 修正（家冷庭房用度）日
<B.58> <6.15> <44.02> <2.67> く-17.92>

i <232.2.401 7> 
-0.887 0.740 ふ 241 -14.86 0.761 暖房度日

<-10.61> <17.56> .86> <-22.16> 

家 <233.2.0621 > 
-1.014 0.794 必231 -14.75 

0.776 修正（家冷庭房用度）日
<12.20> <18.99> .82> <-22.92> 

＇ 
0.230 -0.228 -0.088 0.618 6.608 0.800 冷房度日

<10.28> <-10.64> <-10.74> <36.13> <29.49> 
庭

<010.2.3a0 o> -0.2278 0> -0.144 
<035.6.915 9> 

7.009 修正（家冷庭房用度）日ス
<-10. <-10.98> <29.19> 

0.801 

用 ! ふ 185 -0.224 1.074 〇.583 -2.705 0.814 夏期給湯度日
.41> <-11.18> <13.16> <34.19> <-4.11> 

都嬰
0.503 -0.124 0.163 

<026.4.376 6> 
3.043 0.759 暖房度日

<24.42> <-5.85> <11.58> <15.16> 

0.502 -0.136 0.165 
<021.4.318 0> 

3.087 修正（家冷庭房用度）日ス <24.39> <-6.29> <11.69> <15.50> 
0.760 

畠分 0.495 -0.113 1.055 〇.443 -5.220 0.751 冬期給湯度日
<23.47> <-5.22> <10.30> <26.53> <-5.BO> 

業 冷 1.347 -0.119 0.452 〇.364 0.701 0.602 冷房度日
<15.63> <-1.73> <16.99> <5.73> <-0.817> 

務 房

<1.153.782 2> 
-0.127 0.897 

<05.3.873 4> 
-2.761 修正（業冷務房用度）日用 分 <-1.83> <16.95> <-2.88> 0.603 

家庭用電力は40地区（文献 [3]），同都市ガスは501tl!区（都市ガス普及率の高い址区で，地区分割は家庭用電力と異なる．文献 [4]）．業務用
は40地区（家庭用電力と同一地区分割）． 197舷F~1989年のデータを使用．市町村境界変更などに起因する異常データは削除．撰本数は，家庭
用電力551.同都市ガス695.同業務用551.家庭用電力は普通世帯数．同都市ガスは需要家数，業務用は業務商業従業者数を重みとする一般化
最小二乗法による推定．＜ ＞内はt値

表4 修正冷暖房度日の原単位関数推定に及ぼす効果（全国：家庭用電力）

説 明 変 数
決定係数 気使温補用正し項た変と数して

世帯平均所得 電力価格 気温補正項 所得格差 定数項

0.528 0.044 1.075 0.346 -5.700 

冷房分
<1.56> <0.116> <10.48> <L43> <-1.96> 

0.734 冷房度日

0.440 <0o.1. 24 1.936 0.409 -11.23 
<L35> 338> <11.00> <1.74> <-3.81> 

0.749 修正冷房度日

2.136 -0.762 0.758 -0.055 -14.77 

暖房分
<10.96> <-3.64> <11.90> <-0.46> <-8.76> 

0.735 暖房度日

2.175 -0.836 0.825 -0.083 -15.21 
<11.57> <-4.12> <12.62> <-0.72> <;'.-9.32> 

0.753 修正冷房度日

沖縄電力以外の全国9電力会社供給地域別（文献[6 ]), 1976年～1988年のデータを使用．概本数：冷房分91（北海道と東北地域を除く）．暖
房分117.普通世帯数を重みとする一般化最小二乗法による推定＜ ＞内はt値・
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定は式 (10)の両辺の対数をとった後の線形式で行っ

ている．また，需要データは全て世帯数などの大幅に

異なる地域の平均値であるため．一般化最小二乗法を

適用している．

推定に用いた需要データならびに説明変数は表 2に

示すとおりである．この場合冷•暖房度日および修正

冷・暖房度日，給湯度日はいずれも年間の値である．

推定結果を表 3および表4に示す．表中の数値は式

(10)の係数 k,a~dを示し．＜ ＞内は t値であ

る．式 (10)においてzの項は，需要の地区による差

異を説明するために取り入れている． この差異の要因

は用途によっても異なるであろうが． ここではこの差

異が所得格差で説明できると考えた場合の結果を示し

た．近畿地域については表3からわかるように全て有

意であるが，全国については，所得格差の有意性は低

い結果となっている．また，冷房分については，価格

項の符号が整合的でないが．文献 [3]の結果と対比

するためそのまま掲げた．いかなる説明変数がZとし

て有意となるかについては，文献[3 ], [ 4]および

[ 6]を参照されたい．

表3および表4の家庭用について，修正冷暖房度日

を用いることにより僅かではあるが t値が高くなり．

決定係数も上昇した．他の説明変数についてもおおむ

ね t値が高くなっており，推定の有意性は全般的にや

や増加したといえよう．給湯度日は，都市ガス夏期分，

冬期分ともに高度に有意であり，とくに夏期分につい

ては，冷房度日を用いる場合より有意性が高い．夏期

分の主たる用途が給湯であることを考えれば妥当な結

果である．一方．冬期分については．それに暖房分が

含まれていることから，夏期分ほどの説明力は期待で，

きない．業務用冷房分についての効果は僅かであるが．

これは限界温度一定の冷房度日を用いた場合でも月間

比率の相関がかなり高かったため，月別の設定にした

場合の効果も少なかったと考えられる．

5.むすび

近畿地域の民生用電力•都市ガス，ならびに全国の

家庭用電力の月需要特性に着目した分析を行い，以下

の結果を得た．

1)家庭用冷房分について， 6月と 9月の需要を比

較すると，平均気温は両者同程度であるが，需要量は

9月の方が多い．また家庭用電力暖房分については 1

月から 2月にかけて気温が下がるのにも関わらず，需

要量が増加しない傾向がある． これらの特性は，近畿

エネルギー・資源

地域だけでなく全国でも同様である．また，近畿地域

の業務用冷房分についても家庭用冷房分と全く同様の

傾向が認められる．

2) 1)の消費性向を，冷暖房度日を算出する際の

限界温度を月別に，独立に設定することにより表現す

ることを提案し，月別の限界温度を定めた． この限界

温度に基づいた冷暖房度日の月間比率と用途別需要の

それとの相関係数は．近畿地域および全国の両者にお

いて著しく高くなった．

3)給湯分については，新たに給湯度日なる指標を

導入した． この場合，月別の限界温度を設定する必要

はなかった．

4)新しい冷暖房度日は用途別需要を推定するモデ

ルとして利用することができる．

5) これらの新しい冷房•暖房度日を原単位関数の

推定に使用したところ近畿地域．全国両者の需要デー

タについて，各変数の t値ならびに決定係数の上昇が

認められ．これらの変数の有用性が確認できた．

分析の基礎データは．「地域エネルギーシステム研

究」＇）において構築したものを用いた． データベース

構築にご協力頂いた関係諸氏に感謝の意を表する．ま

た．中村哲（大阪ガス（株））．中村欣貴（日本電

気（株））の両氏には分析にご協力いただいたまた．

査読者に有益なコメントをいただいた． ここに謝意を

表する．
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